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東日本大震災の発災から 1 年半が経過し、復興需要が一部でみられる一方で、長

引く円高やエネルギー問題、産業空洞化の加速など、国内企業が直面する経営環境は

厳しさを増してきている。 
そこで帝国データバンクでは、2012 年度の業績見通しの修正状況について調査を

実施した。なお、本調査は 2010 年 9 月、2011 年 9 月に続き 3 回目となる。調査期

間は2012年9月18日～30日。調査対象は全国2万2,800社で、有効回答企業数は

1万426社（回答率45.7％）。 
調査結果のポイント 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2012 年度業績見通し、3 割弱の企業が売り上げ、経常利益ともに「下方修正」 

2012 年度（2012 年 4 月決算～2013 年 3 月決算）の業績および業績見通しについ

て、2012 年度の期初見通しと比較して、通期の業績見通し（実績）に修正がある

（あった）かどうか尋ねたところ、売り上げでは「下方修正」と回答した企業が 1
万 426 社中 3,511 社、構成比 33.7％となった。また、「上方修正」とした企業は同

13.1％（1,362 社）であった。経常利益では、「下方修正」が同 35.8％（3,729 社）

と3割強に達した一方、「上方修正」は同12.0％（1,248社）となった。 

売り上げと経常利益をともに「下方修正」した企業は同29.0％（3,022 社）に達し、

3 割弱の企業は期初見通しよりも業績の悪化を見込んでいることが明らかとなった。

一方、ともに「上方修正」した企業は同 9.2％（955 社）となっており、「下方修

正」を19.8ポイント下回っている。 
ともに「上方修正」した割合が最も高い地域は『東北』で 12.4％だった（4 ペー

ジ参考表1参照）。東北地域の景況感は最も高く（2012年9月のTDB景気DIは 
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企業の 29.0％が売り上げ・利益ともに下方修正 
～今後の懸念材料、「消費増税や復興増税などの負担増」が43.4％で最多 ～ 

 

● 2012年度業績見通し、3割弱の企業が売り上げ、経常利益ともに下方修正 

2012年度（2012年4月決算～2013年3月決算）の業績見通しについて、期初見通し

から売り上げ、経常利益ともに下方修正した企業は29.0％。 

● 業績見通しに影響を与えた要因、「内需不振」が51.2％で最多 
業績見通しに影響を与えた要因は「内需不振」がトップ。「円高」が 31.2％で 2 位。

「東日本大震災」は15.4％で前回調査（2011年9月）より29.3ポイント減少。 
● 今後の懸念材料、「消費増税や復興増税などの負担増」が43.4％で最多 

今後の不確定要素として懸念することは「消費増税や復興増税などの負担増」が

43.4％で最多。また、低迷が続く内需や政治情勢などを懸念している。 
● 4割強の企業が政府・日銀に「新たな消費喚起策」「円高対策」を求める 

政府・日銀に求める政策について、半数弱の企業が「新たな消費喚起策」と「円高対

策」を挙げている。「円高対策」は円高の常態化が企業マインドに影響し、1 年前と比

較して11.3ポイントの減少。 
● 2012年度後半の企業活動、震災以前と比較して「下回る」が30.6％ 

2012 年度後半の企業活動について、30.6％が震災以前の実績と比べて「下回る」と悲

観的な見通し。「見込みを上回る」は20.1％。 
 
 

業績および業績見通しの修正状況 
（構成比％、カッコ内社数）

業績見通し修正（経常利益）     

上方修正 変わらない 下方修正 分からない

上方修正 9.2 (955) 2.9 (299) 0.9 (91) 0.2 (17) 13.1 (1,362)

変わらない 2.1 (221) 38.5 (4,017) 5.8 (609) 0.6 (59) 47.1 (4,906)

下方修正 0.7 (69) 3.5 (366) 29.0 (3,022) 0.5 (54) 33.7 (3,511)

分からない 0.0 (3) 0.0 (1) 0.1 (7) 6.1 (636) 6.2 (647)

全体 12.0 (1,248) 44.9 (4,683) 35.8 (3,729) 7.3 (766) 100.0 (10,426)

注：母数は、有効回答企業1万426社
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『東北』が 43.5 で全国第 1 位）なっており、復興需要の影響が業績面でも顕在化し

ている。 
ただ、総じてみると、2012 年度の業績見通しを下方修正する企業が多く、期初の

見込みより厳しさが増していることがうかがえる。 
 

業績見通しに影響を与えた要因、「内需不振」が 51.2％で最多 

2012年度の業績および業績見通しに影響を与えた要因について尋ねたところ、「内

需不振」を挙げた企業が 1 万 426 社中 5,336 社、構成比 51.2％で最多となった（複

数回答、以下同）。これは継続比較可能な前回調査（2011 年 9 月）と前々回調査

（2010 年 9 月）でも約 5 割の企業が「内需不振」を挙げており、3 年連続となって

いる。さらに、「円高」（同 31.2％、3,258 社）が 3 割を超えたほか、「デフレ」（同

25.9％、2,704 社）や「コスト削減」（同 19.8％、2,064 社）、「原材料価格の高止ま

り」（同16.4％、1,708社）、「海外需要の減速」（同16.4％、1,706社）、「公共事業の

減少」（同15.5％、1,615社）が続いている。 

前回調査からの大きな変化としては、「東日本大震災」（同 15.4％、1,602 社）が

29.3 ポイント減少しており、業績への影響は想定の範囲内とする企業が増加してい

る様子がうかがえる。 

業績見通しを「下方修正」した企業からは、「内需低迷の一因は、政治的不安定」

（家庭用電気機器卸売、東京都）や「為替相場の安定や、内需拡大のための施策を強

力に推し進め

る政治力が、

今一番必要で

ある」（プリ

ント回路製造、

静岡県）など

内需拡大のた

めにまずは政

治の安定を重

視する声が多

く挙がった。 

今後の懸念材料、「消費増税や復興増税などの負担増」が 43.4％で最多 

今後の不確定要素として懸念することを尋ねたところ、「消費増税や復興増税など

の負担増」を挙げた企業が 1 万 426 社中 4,524 社、構成比 43.4％で最多となった

（複数回答、3 つまで選択、以下同）。さらに「内需」（同 39.4％、4,111 社）、「国内

政治」（同 28.9％、3,017 社）、「外需（中国）」（同 27.7％、2,891 社）と続いている。

復興財源を確保するための震災復興増税や消費税増税による業績への悪影響に加えて、

低迷する内需、国内政治情勢への不安、高水準が続く円高等の外国為替レートの動き

などに対して、経済活動における懸念材料と考える企業が多いことがうかがえる。 

企業からは、「デフレ脱却をせずに消費税増税が行われる政治環境にあり、経済へ

の影響が非常に懸念される」（保存食料品製造、北海道）や「経済復興途中での増税

は逆効果」（ソフト受託開発、愛知県）といった増税のタイミングを疑問視する声が

多く見受けられた。 

また、尖閣諸島や竹島をはじめとした領有権の問題による中国や韓国との関係悪

化から経済活動への悪影響が懸念されているが、「領土問題による近隣諸国との軋

轢」を挙げた企業は 1,614 社（同 15.5％）にのぼり、業界で見ると、『運輸・倉庫』

（同 20.1％、80 社）、『卸売』（同 17.1％、547 社）など貿易への悪影響を受ける業

界で高くなっている（4 ページ参考表 2 参照）。企業からは「中国や韓国との摩擦が、

商品の輸出入という直接的なものだけではなく、原材料を含む我々業界への間接的な

影響も拡大することを強く懸念」（かばん・袋物卸売、大阪府）といった声が挙げら

れ、領土

問題の動

向が引き

続き大き

な懸念材

料となる。 

 

 

 

 

 

業績見通しの修正要因（複数回答） 
今後の懸念材料（複数回答、3つまで選択） 

2012年9月調査 2011年9月調査 2010年9月調査

構成比（％） 回答数（社） 構成比（％） 回答数（社） 構成比（％） 回答数（社）

1 消費税増税や復興増税などの負担増 43.4 4,524 - - - -

2 内需 39.4 4,111 49.3 5,433 54.1 6,139

3 国内政治 28.9 3,017 39.9 4,397 40.4 4,585

4 外需（中国） 27.7 2,891 15.5 1,705 23.7 2,686

5 原料価格動向 25.5 2,663 34.6 3,820 33.3 3,781

6 為替動向 25.2 2,630 42.6 4,703 40.6 4,604

7 デフレ 21.8 2,276 25.1 2,768 37.7 4,278

8 領土問題による近隣諸国との軋轢 15.5 1,614 - - - -

9 外需（欧米） 9.4 985 12.7 1,402 11.1 1,259

10 電力供給不安 9.1 945 15.7 1,734 - -

注1：

注2：2012年9月調査の母数は有効回答企業1万426社。2011年9月調査は1万1,028社。2010年9月調査は1万1,349社

以下、「海外の政治経済事情」(6％、628社)、「高年齢者の定年延長」(5.6％、588社)、「その他」(1.4％、147社)

2012年9月調査 2011年9月調査 2010年9月調査

構成比（％） 回答数（社） 構成比（％） 回答数（社） 構成比（％） 回答数（社）

1 内需不振 51.2 5,336 51.4 5,665 48.4 5,497

2 円高 31.2 3,258 38.9 4,286 21.8 2,478

3 デフレ 25.9 2,704 23.3 2,573 25.8 2,923

4 コスト削減 19.8 2,064 18.1 1,995 22.5 2,554

5 原材料価格の高止まり 16.4 1,708 20.7 2,284 - -

6 海外需要の減速 16.4 1,706 8.3 910 5.2 587

7 公共事業の減少 15.5 1,615 20.6 2,275 - -

8 東日本大震災 15.4 1,602 44.7 4,931 - -

9 販売先の拡大 15.2 1,581 12.5 1,373 16.9 1,921

10 政策効果の終了（息切れ） 11.2 1,164 10.6 1,167 11.8 1,341

注1：

注2：2012年9月調査の母数は有効回答企業1万426社。2011年9月調査は1万1,028社。2010年9月調査は1万1,349社

以下、「政府の景気対策」(9.8％、1017社)、「販売価格の引き上げ」(6.8％、710社)、「公共事業の増加」(4.9％、508
社)、「海外需要の拡大」(4.7％、486社)、「政府の家計支援策」(1.6％、168社)、「その他」(5.4％、561社)
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4 割強の企業が政府・日銀に「新たな消費喚起策」「円高対策」を求める 

政府や日本銀行にどのような政策を求めるか尋ねたところ、1万426社中4,663社、

構成比 44.7％の企業が「新たな消費喚起策の実施」を挙げた（複数回答、以下同）。

次いで「円高対策」（同 44.5％、4,640 社）が 4 割以上となったほか、「減税」（同

32.8％、3,415 社）、「企業向け金融支援の拡充」（同 31.7％、3,309 社）、「規制緩和」

（同23.1％、2,412社）が続いた。なお、「円高対策」は前回調査（2011年9月）よ

り 11.3 ポイント減少している。2011 年は急速に進んだ円高による業績面の悪化懸念

が影響したが、2012年は円高が常態化し、「円高対策」を期待できないと考える企業

の割合が幅広い業界で増加していることも一因としていえる。企業からは、「円高が

今後も改善される気配がないので、製造業としては海外流出の加速を止める事はでき

ないし、企業の生き残りを考えればその流れに乗らざるをえない」（自動車駆動・操

縦・制動装置製造、静岡県）や、「円高があたりまえのように続き、政治経済の不安

が強まるなか、具体的な景気浮揚策が見えないため、今年いっぱいは良くならない」

（貸家、奈良県）などの悲観的な声が挙げられた。それでもなお、政府・日銀に「円

高対策」を求める声は相対的に多く、半数弱の企業が「円高対策」を政策として求め

ている結果となった。 

規模別にみると、「新たな消費喚起策の実施」は『大企業』が『中小企業』を上回

った一方、「減税」や「企業向け金融支援の拡充」では『中小企業』が『大企業』を

上回った。とりわけ、「企業向け金融支援の拡充」では『大企業』と『小規模企業』

の差が大きく、『小規模企業』が同 38.4％（916 社）と『大企業』の同 24.6％（594
社）を13.8ポイント上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2012 年度後半の企業活動、震災以前と比較して「下回る」が 30.6％ 

震災以後、復興対策が継続的に進む一方で、それにともなう景気回復は限定的と

の見方がなされており、国内企業の直面する経営環境の厳しさは続いている。 
そこで、2012 年度後半（2012 年 10 月～2013 年 3 月）の生産や販売・サービス

などの企業活動全般について、震災前（2010 年 10 月～2011 年 3 月）の実績と比べ

てどのような見通しをもっているか尋ねたところ、「震災以前と変わらない」と回答

した企業が 1 万 426 社中 4,131 社、構成比 39.6％で最多となった。ただ、「下回る

計」（「震災以前を大幅に下回る」（同 3.8％、401 社）と「震災以前を下回る」（同

26.8％、2,794 社）の合計）は同 30.6％（3,195 社）と 3 割の企業が 2012 年度後半

について震災前の水準には回復できないという見通しを立てていることが明らかとな

った。 
一方で、「上回る計」（「震災以前を大幅に上回る」と「震災以前を上回る」の合

計）は同 20.1％（2,091 社）と2 割にのぼった。2 割超となっている地域は復興需要

が寄与している『東北』（同 33.2％、203 社）と『南関東』（同 23.2％、797 社）を

中心とした東日本で、『東北』は 3 社に 1 社が震災前の水準に回復すると見通してお

り、引き続き企業活動の改善が期待される（4ページ参考表3参照）。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
内需不振や円高、デフレなどの影響で業績見通しを下方修正する企業が多いなか、

消費増税や復興増税などの負担増などが新たな懸念材料となっている。そうしたなか、

企業の半数弱が新たな消費喚起策や円高対策を求めており、政府には一刻も早い政局

の安定と企業の声に基づいた実効性のある政策支援が求められる。 

政府・日本銀行に求める政策（複数回答、上位5項目） 

震災以前と比較した2012年度後半の企業活動見通し 

注1：※は「分からない」（9.7％、1,009社）
注2：母数は有効回答企業1万426社

※

下回る計
（30.6％、3,195社）

変わらない
（39.6％、4,131社）

上回る計
（20.1％、2,091社）

震災以前を大幅に上回る
　 1.4％（147社）
震災以前を上回る
　18.6％（1,944社）

震災以前を大幅に下回る
　 3.8％（401社）
震災以前を下回る
　26.8％（2,794社）

（構成比％、カッコ内社数）

新たな
消費喚起策

の実施
円高対策 減税

企業向け
金融支援の

拡充
規制緩和 全体

44.7 (4,663) 44.5 (4,640) 32.8 (3,415) 31.7 (3,309) 23.1 (2,412) (10,426)

49.2 (1,189) 44.4 (1,073) 28.9 (699) 24.6 (594) 24.0 (580) (2,419)

43.4 (3,474) 44.5 (3,567) 33.9 (2,716) 33.9 (2,715) 22.9 (1,832) (8,007)

小規模企業 40.0 (954) 37.8 (901) 36.5 (871) 38.4 (916) 23.5 (560) (2,384)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す

注2：2012年9月調査の母数は有効回答企業1万426社。2011年9月調査は1万1,028社。2010年9月調査は1万1,349社

(11,349)
（2010年9月調査）

- 25.8 (2,925)(5,877) 38.1 (4,329)-全体 50.0 (5,679)51.8

(11,028)（3,379） 26.5 (2,927)(5,055) 33.2 (3,656)30.6
（2011年9月調査）

55.8 (6,159)45.8

全体

大企業

中小企業

全体
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【参考1】業績および業績見通しの修正状況 ～ 『東北』 ～ 
 
 
 
 
 
 
 
 
【参考2】今後の懸念材料（上位3 項目＋領土問題） ～ 業界別 ～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考3】震災以前の実績と比較した 2012 年後半の企業活動の見通し  

 ～地域別～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考4】業績および業績見通しの修正状況 ～ 規模・業界・地域別 ～ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【問い合わせ先】株式会社帝国データバンク 産業調査部 政策支援課 経済動向研究チーム 
リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせください（一部有料の場合もございます）。 
担当：岡松･高橋･窪田･二階堂･笹本･鈴木  Tel：03-5775-3164  e-mail：keiki@mail.tdb.co.jp 
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（構成比％、カッコ内社数）

業績見通し修正（経常利益）     

上方修正 変わらない 下方修正 分からない

上方修正 12.4 (76) 3.6 (22) 0.8 (5) 0.3 (2) 17.2 (105)

変わらない 1.8 (11) 38.2 (234) 6.0 (37) 0.5 (3) 46.6 (285)

下方修正 0.5 (3) 2.9 (18) 26.6 (163) 0.7 (4) 30.7 (188)

分からない 0.2 (1) 0.0 (0) 0.0 (0) 5.4 (33) 5.6 (34)

全体 14.9 (91) 44.8 (274) 33.5 (205) 6.9 (42) 100.0 (612)

注：母数は、『東北』の有効回答企業612社
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（構成比％、カッコ内社数）

震災以前を
大幅に上回る

震災以前を
上回る

震災以前
を下回る

震災以前を
大幅に下回る

20.1 (2,091) 1.4 (147) 18.6 (1,944) 39.6 (4,131) 30.6 (3,195) 26.8 (2,794) 3.8 (401) 9.7 (1,009) 100.0 (10,426)

14.9 (82) 0.9 (5) 14.0 (77) 43.9 (242) 28.7 (158) 25.0 (138) 3.6 (20) 12.5 (69) 100.0 (551)

33.2 (203) 4.4 (27) 28.8 (176) 29.2 (179) 32.5 (199) 25.0 (153) 7.5 (46) 5.1 (31) 100.0 (612)

22.9 (150) 1.1 (7) 21.9 (143) 32.6 (213) 37.3 (244) 32.9 (215) 4.4 (29) 7.2 (47) 100.0 (654)

23.2 (797) 1.7 (60) 21.4 (737) 37.5 (1,288) 30.4 (1,044) 26.7 (918) 3.7 (126) 8.9 (307) 100.0 (3,436)

19.1 (98) 0.8 (4) 18.3 (94) 40.2 (206) 29.8 (153) 25.9 (133) 3.9 (20) 10.9 (56) 100.0 (513)

19.1 (217) 1.2 (14) 17.8 (203) 40.8 (464) 30.7 (349) 26.8 (305) 3.9 (44) 9.5 (108) 100.0 (1,138)

16.4 (282) 0.8 (13) 15.6 (269) 42.8 (736) 29.9 (514) 26.8 (461) 3.1 (53) 11.0 (189) 100.0 (1,721)

12.7 (81) 0.8 (5) 11.9 (76) 41.8 (266) 34.9 (222) 30.7 (195) 4.2 (27) 10.5 (67) 100.0 (636)

14.7 (51) 0.9 (3) 13.8 (48) 49.4 (172) 25.0 (87) 23.9 (83) 1.1 (4) 10.9 (38) 100.0 (348)

15.9 (130) 1.1 (9) 14.8 (121) 44.7 (365) 27.5 (225) 23.6 (193) 3.9 (32) 11.9 (97) 100.0 (817)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す

注2：母数は、有効回答企業1万426社

震災以前と
変わらない

下回る計 分からない 合計

中国

四国

九州

上回る計

南関東

北陸

東海

近畿

北海道

東北

北関東

全体

（構成比％、カッコ内社数）

消費増税や
復興増税

内需 国内政治
近隣諸国との領土
問題による軋轢

全体

43.4 (4,524) 39.4 (4,111) 28.9 (3,017) 15.5 (1,614) (10,426)

47.7 (21) 45.5 (20) 15.9 (7) 9.1 (4) (44)

41.4 (48) 38.8 (45) 31.0 (36) 13.8 (16) (116)

54.4 (788) 38.4 (556) 43.0 (623) 10.8 (156) (1,448)

57.9 (147) 39.4 (100) 37.8 (96) 16.5 (42) (254)

34.2 (1,024) 39.8 (1,190) 21.7 (649) 15.4 (460) (2,990)

41.7 (1,329) 41.0 (1,307) 25.7 (821) 17.1 (547) (3,190)

62.3 (287) 36.7 (169) 27.3 (126) 12.1 (56) (461)

37.8 (151) 35.1 (140) 25.1 (100) 20.1 (80) (399)

48.0 (715) 38.4 (572) 37.0 (551) 16.7 (249) (1,490)

41.2 (14) 35.3 (12) 23.5 (8) 11.8 (4) (34)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す

注2：母数は、有効回答企業1万426社

その他

卸売

小売

運輸・倉庫

サービス

金融

建設

不動産

製造

全体

農・林・水産

（構成比％、カッコ内社数）

売り上げ 経常利益

上方修正 変わらない 下方修正 分からない 上方修正 変わらない 下方修正 分からない 合計

13.1 (1,362) 47.1 (4,906) 33.7 (3,511) 6.2 (647) 12.0 (1,248) 44.9 (4,683) 35.8 (3,729) 7.3 (766) 100.0 (10,426)

11.9 (287) 52.5 (1,269) 27.8 (672) 7.9 (191) 10.7 (259) 49.7 (1,203) 30.8 (745) 8.8 (212) 100.0 (2,419)

13.4 (1,075) 45.4 (3,637) 35.5 (2,839) 5.7 (456) 12.4 (989) 43.5 (3,480) 37.3 (2,984) 6.9 (554) 100.0 (8,007)

小規模企業 14.7 (351) 44.2 (1,054) 34.1 (812) 7.0 (167) 13.5 (321) 41.7 (993) 36.4 (867) 8.5 (203) 100.0 (2,384)

4.5 (2) 47.7 (21) 40.9 (18) 6.8 (3) 9.1 (4) 45.5 (20) 38.6 (17) 6.8 (3) 100.0 (44)

4.3 (5) 54.3 (63) 20.7 (24) 20.7 (24) 5.2 (6) 50.9 (59) 21.6 (25) 22.4 (26) 100.0 (116)

16.6 (241) 49.7 (720) 27.9 (404) 5.7 (83) 13.1 (190) 46.4 (672) 32.9 (477) 7.5 (109) 100.0 (1,448)

13.4 (34) 53.9 (137) 25.2 (64) 7.5 (19) 11.4 (29) 50.0 (127) 29.9 (76) 8.7 (22) 100.0 (254)

12.6 (378) 42.8 (1,280) 38.4 (1,149) 6.1 (183) 11.9 (356) 41.9 (1,252) 39.1 (1,169) 7.1 (213) 100.0 (2,990)

11.3 (359) 46.6 (1,485) 36.4 (1,160) 5.8 (186) 10.9 (348) 44.2 (1,411) 38.1 (1,215) 6.8 (216) 100.0 (3,190)

13.2 (61) 46.4 (214) 33.8 (156) 6.5 (30) 10.4 (48) 46.2 (213) 35.4 (163) 8.0 (37) 100.0 (461)

15.5 (62) 46.1 (184) 33.6 (134) 4.8 (19) 13.8 (55) 44.6 (178) 36.1 (144) 5.5 (22) 100.0 (399)

14.6 (218) 52.6 (784) 26.5 (395) 6.2 (93) 14.1 (210) 49.5 (738) 29.0 (432) 7.4 (110) 100.0 (1,490)

5.9 (2) 52.9 (18) 20.6 (7) 20.6 (7) 5.9 (2) 38.2 (13) 32.4 (11) 23.5 (8) 100.0 (34)

12.5 (69) 47.5 (262) 34.3 (189) 5.6 (31) 11.1 (61) 46.5 (256) 35.8 (197) 6.7 (37) 100.0 (551)

17.2 (105) 46.6 (285) 30.7 (188) 5.6 (34) 14.9 (91) 44.8 (274) 33.5 (205) 6.9 (42) 100.0 (612)

13.8 (90) 45.1 (295) 35.3 (231) 5.8 (38) 12.7 (83) 43.9 (287) 36.5 (239) 6.9 (45) 100.0 (654)

13.1 (450) 47.4 (1,627) 33.0 (1,135) 6.5 (224) 12.6 (432) 45.4 (1,559) 34.6 (1,190) 7.4 (255) 100.0 (3,436)

13.1 (67) 45.0 (231) 35.5 (182) 6.4 (33) 10.5 (54) 42.5 (218) 38.8 (199) 8.2 (42) 100.0 (513)

14.0 (159) 46.5 (529) 33.4 (380) 6.2 (70) 12.2 (139) 42.4 (483) 38.0 (433) 7.3 (83) 100.0 (1,138)

11.9 (204) 47.7 (821) 34.2 (588) 6.3 (108) 10.7 (184) 47.1 (811) 34.7 (597) 7.5 (129) 100.0 (1,721)

10.5 (67) 45.3 (288) 38.4 (244) 5.8 (37) 10.1 (64) 40.9 (260) 41.5 (264) 7.5 (48) 100.0 (636)

13.5 (47) 48.9 (170) 32.5 (113) 5.2 (18) 12.6 (44) 46.0 (160) 35.6 (124) 5.7 (20) 100.0 (348)

12.7 (104) 48.7 (398) 31.9 (261) 6.6 (54) 11.8 (96) 45.9 (375) 34.4 (281) 8.0 (65) 100.0 (817)

注1：網掛けは、全体平均以上を表す

注2：母数は、有効回答企業1万426社

中国

四国

九州

南関東

北陸

東海

近畿

その他

北海道

東北

北関東

卸売

小売

運輸・倉庫

サービス

金融

建設

不動産

製造

全体

大企業

中小企業

農・林・水産


